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平成26年度
（平成25年度の取組内容と残された課題）
　実施事業は、人材育成を図るためのOFF-
JT研修です。
　人材育成には、OFF-JT(専門研修）も必要で
すが、OJTや人事評価の方が、経費をかけ
ず、より実践的に人材育成できるツールであ
ることから、平成25年度には、人事制度検討
委員会において、OJT実践マニュアルの策
定、新しい人事評価制度の構築を進め、26年
度から目標管理・OJT計画シートの作成を各
所属で開始、また新たな人事評価制度による
管理職対象の試行も開始しました。
　本年度は、人事評価を早期に全職員を対象
に導入することや、27年度からの評価結果の
処遇への反映など、まだ多くの検討事項を抱
えています。
　OFF－JT（専門研修）の投資効果について
も、人事評価結果などと合わせ、検証手法を
検討する必要があります。

　人事評価制度は、平成27年度からの一般行
政管理職の本格実施、一般行政職（管理職除
く）の試行実施、平成28年度からの一般行政
職全職員への本格導入に向けた取り組みを
進めます。
　特に、試行制度の検証を行い、客観性・公平
性、透明性、納得性がより確保できる制度とな
るよう改善・設計に努めるとともに、不服申し
立て機関の設置、評価者研修の充実等を図
ることとします。
　また、OJTとOFF－JTとの計画的連動によ
り、OFF－JT研修への投資効果を上げ、より
効果的な人材育成へとつなげる仕組みを検討
します。

優先度 平成２８年度施策評価シート

基
本
情
報

コード 名称
担当
部署

コード

施策 7221
住民サービスに資する職員育成のための人事制
度構築と運用

評価責任者・役職名 総務部　部長　西堀　薫

名称 連絡先

政策名等 市民の期待に応えられる人・組織づくり 010300 総務部人事課 0595-22-9605

再生
の
視点
（何を、
どうす
る）

施策
の
方向

員の意識改革を進め、市民のニーズに、自ら考え、応えられる職員の育成を図ります。

市民の期待に応えて良質な住民サービスが提供できる職員育成をめざし、採用、目標管理、人事評価、昇格試験、複線型人事、人事異動、給
与、職員研修など、さまざまな人事制度の検証・構築・運用を進めます。

平成27年度
（平成26年度の取組内容と残された課題）
１．人事制度改革による人材育成
①人事評価制度の導入
　行政（管理）職　への導入実施
　＊処遇反映方法の検討
　＊評価者のスキルアップ研修の実施
②目標管理・ＯＪＴの改善
　＊人事評価制度との連動
　＊ＯＪＴの効果的活用に向けたスキルアップ

２．職員研修（Ｏｆｆ－ＪＴ）による人材育成
　＊まごころ接遇の推進
　＊市政課題に対応した派遣研修等の推進

　今後、一般行政職への人事評価制度の導
入と処遇反映方法の検討が必要です。
　公平・公正な評価となるよう評価者のスキル
アップが必要となります。
　目標管理・OJTの制度が人材育成に繋がる
よう、指導者の更なる意識改革が重要です。

①人事評価
・一般行政管理職を対象にした人事評価の課
題を検証し、平成２７年度一般行政管理職の
本格実施に向けた取り組みを行います。
・一般行政職(管理職除く）においては、平成２
７年度試行実施、平成２８年度からの本格実
施に向けて人事制度検討委員会で十分協議
をし、進めていきます。
・人事評価が、客観性・公平性・透明性、納得
性が確保できる制度となるよう、評価に関わる
職員を対象とした人事評価研修を計画的に実
施します。
②目標管理・ＯＪＴ
・目標管理・ＯＪＴが、人材育成に資する取り組
みとなるよう研修を実施します。
③ＯＦＦ－ＪＴ効果的活用
・人材育成基本方針・職員行動指針を理念と
して計画的に職員研修を実施します。

①人事評価
・全職種への評価結果の活用について人
事制度検討委員会で協議をし、進めていき
ます。
・人事評価が、客観性・公平性・透明性、納
得性が確保できる制度となるよう、目標設
定に関わる職員を対象とした人事評価研
修を計画的に実施します。
②昇任（昇格）試験制度
・平成27年度の実施結果を検証し、課題の
解決を図ります。
・昇任（昇格）試験制度導入の役職範囲の
拡大について、人事制度検討委員会で協
議を行います。
③ＯＦＦ－ＪＴ効果的活用
・人材育成基本方針・職員行動指針を理念
として計画的に職員研修を実施します。
・職員の人権意識の向上を目指した研修を
継続するとともに、女性職員の活躍推進を
目指した研修の機会を提供します。

（平成27年度の取組内容と残された課題）
１．人事制度改革による人材育成
①人事評価制度の導入
　行政（管理）職への導入本格実施
　行政（一般）職及び医療職への施行実施
＊処遇反映方法の検討
＊全職種への制度導入の検討
②昇任（昇格）試験制度の構築
＊主幹級から課長級への昇任（昇格）試験
の実施
③任期付職員採用制度活用
＊任期付保育士の採用
④人材育成基本方針の改定
＊時代に対応した目指す職員像の明確化
２．職員研修（Ｏｆｆ－ＪＴ）による人材育成
＊まごころ接遇の推進
＊市政課題に対応した派遣研修等の推進
今後の課題
①人事評価制度の精度向上、制度定着化
②昇任試験実施結果の検証③多様な人材
確保のための新たな採用試験制度

平成28年度
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1,630

人権・同和研修経費(01-02-
01-01-106-52)

人事管理一般経費(01-02-
01-01-105-01)

事業概要

01 1 8,358

(千円)

13,199

6,910

施策

H28
予算

職員の資質・能力向上のための各種研修及び研修派遣にかかる
諸経費

人権・同和問題の解決に向けた職員資質向上のための研修派遣
にかかる諸経費

人事課事務運営経費

職員の福利厚生のための経費

新規職員採用に要する経費

43,54340,354

4,981

11,275

17,254

1,675

職員福利厚生経費(01-02-
01-01-105-02)

1

2
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1

事務事業名

職員研修経費(01-02-01-
01-106-51)

2
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点

7221 住民サービスに資する職員育成のための人事制度構築と運用
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03 →

13,367

11,592

→
職員採用試験経費(01-02-
01-01-105-03)
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構成事務事業　合計

第１次再生計画
期間全体を総括

して

第２次再生計画
（仮称）への課
題、対応につい

て

事業全体として順調に進展しているものの、これまでの定員管理による人員削減と行政改革との歩調のずれから各職
場に人員不足感が生じ、特に行政職においては若年層が極端に少ないという年齢構成の歪が顕著となり、一人ひとり
が担う業務が複雑化、拡大化している状況は否めない。市民ニーズや新たな行政需要に対応するため、様々な制度改
革等を踏まえた人事制度、人材育成の取組みへの期待が高まっている。

市民ニーズの多様化、少子高齢化社会の到来、社会制度の改革などにより社会環境が著しく変化し、それらの行政課
題に的確に対応できるよう職員の能力向上が求められ、これまで以上に人材育成の重要度が高まっていることから、
本施策は今後も継続・拡充していく必要がある。実施にあたっては、当市の人事制度の諸課題を検証し解決を図るとと
ともに、人材育成基本方針に基づき、採用、研修、異動、人材活用、人事評価などの人事管理制度を相互に関連付け
推進し、人材の育成や意識改革の推進と強化を図っていく。

中
間
総
括

37,566

→7,218
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平成26年度
（平成25年度の取組内容と残された課題）
組織改善委員会で組織の見直しを行い、市長
部局において６部４０課市長直属３室から７部
４５課市長直属２課としました。
権限移譲等による業務の増加や社会情勢の
変化等に応じて、より効果的に業務が行える
ような体制を考える必要があります。

定員適正化計画により職員数を減員している
なかで、権限移譲等により増加する業務や新
制度等に対応するための事務再編の促進や
業務の民営化との整合を図り、効率的な組織
の見直しを行います。

優先度 平成２８年度施策評価シート

基
本
情
報

コード 名称
担当
部署

コード

施策 7222 行政組織のスリム化 評価責任者・役職名 総務部　部長　西堀　薫

名称 連絡先

政策名等 市民の期待に応えられる人・組織づくり 010100 総務部総務課 0595-22-9601

再生
の

視点
（何を、
どうす
る）

施策
の

方向
新たな行政課題や多様化する市民ニーズに迅速かつ的確に対応できるよう、施策の重点化に沿った機動性重視の組織・機構を構築します。

平成27年度
（平成26年度の取組内容と残された課題）
 平成26年4月の機構改革が新庁舎を想定し
た中で実施されたものであることから、本年度
の取り組みとしては、上野支所の再構築と子
ども子育て新制度や生活困窮者自立支援法
の関係など緊急に対応する必要のあるものを
中心に検討を行ったところです。
　また、各課において事務量の把握を行った
上で、事務分掌の見直しについて検討し、平
成27年度に変更する必要のあるものについて
見直しを行いました。
　権限移譲等による業務の増加や全事務事
業の見直し及び公共施設の廃止等の動向に
より、全庁的に事務の増減が発生するにも拘
らず、各所属におけるその後の事務量の把握
が不十分であります。
　新庁舎移転後の上野支所の規模、所属部
課、業務量等の物理的な条件については、平
成27年度では証明書等の発行状況を注視し
ながら、市民中心の事務をどう完結させるか
今後検討が必要と考えます。

各課において、どの程度のアウトソーシングが
できるのか、本来どの部署で執行されることが
妥当であるか等、各課において再度検討を行
います。
定員適正化計画の終了に伴い、人員減には
歯止めがかかるものの、人事面では再任用職
員の増加や歪な年代構成という課題があり、
人材をより効果的に活用する組織づくりのた
めに、各課から提案をいただき、組織改善委
員会で検討します。

課や係の数が多くなると、専門的な取組み
が行えるというメリットがありますが、人数
が多く必要になるというデメリットがあるた
め、課や係の統廃合を進める必要がありま
す。特に、新たな行政需要や行政課題に対
応するため時限的に設置した部署につい
ては、早急に課題解決に取り組み、課題解
決後速やかに統廃合する必要があります。
また、庁舎移転後の上野支所等のあり方
について、組織改善委員会で議論していく
必要があります。

（平成27年度の取組内容と残された課題）
今年度から全庁的に組織改正に係る提案
をしてもらい、組織改善委員会でその可否
について決定する方法に変更した結果、組
織改正について１２件、事務分掌について
４件の提案がありました。新たな行政需要
に対応するため、こども未来課、保育幼稚
園課、交通政策課、産業集積開発室を新
設する他、国体推進係、移住・交流係、空
き家対策係を新たに設置しました。また、行
政課題に対応するため、債権管理課を新
設する一方、上野総合市民病院の経営企
画課と庶務課を統合しました。
　残された課題としては、下水道課と水道
部の統合と庁舎移転後の上野支所のあり
方などがあります。

平成28年度
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構成事務事業　合計

第１次再生計画
期間全体を総括

して

第２次再生計画
（仮称）への課
題、対応につい

て

伊賀市まち・ひと・しごと創生総合戦略に基づき、早急に人口減少対策を行う必要があったため、それに対応した組織
づくりが一定できている。

今後、新庁舎での総合窓口の設置、庁舎移転後の支所を含めた行政組織のあり方といった課題がある。また、定員管
理方針に基づく取組方針では、「行政組織のスリム化・事務事業の効率化と人材育成」の取組として、施設の統廃合や
事業の民営化をより推進することが挙げられている。
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間
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括
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ビニ交付サービスによる
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平成26年度
（平成25年度の取組内容と残された課題）
住民基本台帳や戸籍に対する諸証明の交付
サービスは、近年、電子政府、電子自治体を
確立する中で事務の変革期を迎えています。
それに対応すべくコンビニ交付を先駆的に取
り組んでいます。一方市民センターでの証明
用専用FAXの機器が更新を迎えたものもあり
その対応が課題となっています。

コンビニ交付については、コンビニが周辺に点
在する地域と山間部のように、コンビニ店舗が
存在しない地域があります。市民サービスを
低下することなく公平に保つ上で現在の市民
センターでの当該FAXの活用を存続するか、
あるいは他の手法を検討することが急務で
す。なお、部署における人員については、翌年
度は、マイナンバー制度の開始時期となりシ
ステムの改修や交付業務に追われるため職
員の削減は、期待できません。

優先度 平成２８年度施策評価シート

基
本
情
報

コード 名称
担当
部署

コード

施策 7223 行政サービス機能の充実 評価責任者・役職名 人権生活環境部　部長　大橋　久和

名称 連絡先

政策名等 市民の期待に応えられる人・組織づくり 100700
人権生活環境部住民
課

0595-22-9645

再生
の
視点
（何を、
どうす
る）

施策
の
方向

市民への接客対応やサービスを向上・評価することにより、市民満足度を高めます。
また、市民の利便性の向上と行政の効率化を図るため、コンビニエンスストアでの住民票等各種証明書の交付を検討します。さらに、転入・転
出等に関連する複数の窓口での手続き解消や待ち時間の短縮等により、市民サービスの向上を図るため、今後導入される社会保障・税番号
制度の運用も見据えながら、総合窓口の実施について検討します。

平成27年度
（平成26年度の取組内容と残された課題）
自動交付機を廃止しコンビニ交付に切り替え
ました。それに伴い市民センターの専用ファッ
クスを廃止にした場合の代替えを検討しまし
た。証明発行については、市民の利便性を考
慮に入れ、特にコンビニの存在しない山間部
周辺の市民に対する発行業務の模索検討を
行いました。また、マイナンバー制度も控えて
いるがコンビニ交付を開始するにあたり住基
カードの発行業務に積極的に取り組みまし
た。

・市民センター専用ファックスを廃止にした場
合の代替え等を検討し、地域等への説明を行
います。
・マイナンバー法対応のシステム改修や特定
個人情報保護評価等については、広聴情報
課と情報を共有し、調整をしていきます。
・行政運営の迅速化・効率化と混雑時におけ
る安定した市民サービスの提供のための体制
整備を図るため、窓口サービスの民間委託を
検討していきます。
・コンビニ交付の周知・啓発を図り、住基カード
の利用促進を図ります。
・平成27年度途中からマイナンバーの周知・
啓発、個人番号カードの利用促進を図ります。

・マイナンバーカードの普及を積極的に推
進し、コンビニ交付での交付率を高め、市
民の利便性の向上を図ります。
・行政運営の迅速化・効率化と混雑時にお
ける安定した市民サービスの提供のため
の体制整備を図るため、窓口サービスの民
間委託等を検討します。

（平成27年度の取組内容と残された課題）
・マイナンバー制度が施行され、通知カード
が送付され、平成28年2月からマイナン
バーカードの交付を開始しました。市へ返
戻された通知カードの未交付をなくす取り
組みを行いました。（通知数40,219通、返戻
数4,548通、返戻のうち交付済等数3,418
通、未交付1,130通：未交付率2.8％）　マイ
ナンバーカードの初期交付について、適正
に交付できる窓口体制を整える必要があり
ます。
・地区市民センターでの証明発行業務につ
いては、専用FAXの老朽化により故障した
センターにおいて、代替えとしてセンター職
員による取次業務を行いました。証明発行
業務については、市民の多様化するライフ
スタイルへの対応として、コンビニ交付サー
ビスの利用を促進していく必要があります。
・窓口混雑時に、安定した市民サービスの
提供ができるよう窓口の体制整備を図る必
要があります。
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(続紙)

4,801 4,142

111

2,236

H27
予算

H27
決算
見込

Ｎｏ

05

02

04 →

3,601

窓口業務経費(01-02-01-
01-107-01)

住民票等証明交付事業(01-
02-01-01-107-02)

事業概要

01 9,208

22,822

(千円)

06 3

14,440

31,969

施策

H28
予算

通知カード・個人番号カード関連事務経費及び事務委任にかかる
交付金

・住民基本台帳関係・戸籍関係・印鑑登録関係等証明書交付業務
・自動車臨時運行許可業務

・本庁及び支所等における住民基本台帳関係・戸籍関係・印鑑登
録証明書の交付業務　・コンビニエンスストアにおける証明書等の
自動交付（コンビニ交付）

弁護士による法律相談、行政相談委員による行政相談及び司法
書士によるサラ金・クレジット問題相談を無料で行っている

・中長期在留者・特別永住者の住居地変更等事務
・特別永住者証明書事務

・住民基本台帳事務　・戸籍事務
・戸籍総合システム保守、システムソフトウエア使用権許諾
・本人通知制度の啓発及び受付等事務

平成28年度から戸籍住民基本台帳経費(01-02-03-01-167-01)
へ振替

56,376105,869

4,380

16,190

98

3,678

0

市民相談業務経費(01-02-
01-01-107-03)

2

1

27
重
点

2

事務事業名

社会保障・税番号制度普及
経費(01-02-03-01-677-01)

1

28
重
点

7223 行政サービス機能の充実

26
重
点

コスト
の方
向

→

03 1 →

99

13,300

07

→
中長期在留者住居地届出等
事務経費(01-02-01-13-
664-51)

戸籍住民基本台帳経費(01-
02-03-01-167-01)

住民基本台帳ネットワークシ
ステム管理経費(01-02-03-
01-168-01)

2

3 3

3,519

→22,014

構
成
事
務
事
業
の
重
点
化

構成事務事業　合計

第１次再生計画
期間全体を総括

して

第２次再生計画
（仮称）への課
題、対応につい

て

関係法令に精通した職員の配置や窓口マニュアルを活用することにより、迅速かつ正確に証明等を交付し、質の高い
窓口サービスを提供する。今後も、特に接遇対応の向上に努め、市民の満足度の高い窓口サービスの提供に努めま
す。
平成27年10月5日に社会保障・税番号（マイナンバー）制度施行に伴い、マイナンバーカードの交付を開始しました。マ
イナンバーカードの普及を積極的に推進し、コンビニ交付サービス等により、市民の利便性の向上を図ります。

行政運営の迅速化・効率化と混雑時における安定した市民サービスの提供のための体制整備を図るため、窓口サービ
スの民間委託等を検討していきます。また、新庁舎建設に向けて、市民サービスの向上を図るため、総合窓口の検討
をしていく必要があります。

中
間
総
括

20,828

皆減2,288

76,093

→58,614


